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反社会的勢力の排除に関する規則 
 

 

（目 的） 

第１条 この規則は、定款第52条第１項に基づき、反社会的勢力の排除に関し必要な事項を定め、

会員の業務の適切性及び健全性の確保並びに反社会的勢力の商品デリバティブ取引（商品先物取

引法（昭和25年法律第239号。以下「法」という。）第２条第15項に定める取引をいう。以下こ

の規則において同じ。）及び商品先物市場からの排除を図り、もって顧客の保護を図ることを目

的とする。 

 

（定 義） 

第２条 この規則において、「反社会的勢力」とは、以下に掲げるものをいう。 

⑴ 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴

対法」という。）第２条第２号に定める暴力団をいう。 

⑵ 暴力団員 暴対法第２条第６号に定める暴力団員をいう。 

⑶ 暴力団準構成員 暴力団員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力を背景に

暴力的不法行為等（暴対法第２条第１号に定める暴力的不法行為等をいう。以下この条におい

て同じ。）を行うおそれのあるもの、又は暴力団若しくは暴力団員に対し資金、武器等の供給

を行うなど暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与するものをいう。 

⑷ 暴力団関係企業 暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、準構成員若しくは元暴

力団員が経営する企業で暴力団に資金提供を行うなど暴力団の維持若しくは運営に積極的に協

力し若しくは関与する企業又は業務の遂行等において積極的に暴力団を利用し暴力団の維持若

しくは運営に協力している企業をいう。 

⑸ 総会屋等 総会屋、会社ゴロ等企業等を対象に不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行う

おそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。 

⑹ 社会運動等標ぼうゴロ 社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼうして、不正な利益

を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。 

⑺ 特殊知能暴力集団等 前各号に掲げる者以外の、暴力団との関係を背景に、その威力を用い、

又は暴力団と資金的なつながりを有し、構造的な不正の中核となっている集団又は個人をいう。 

⑻ その他前各号に準ずる者 

２ この規則において、「商品先物取引等」とは、法第２条第22項各号に規定する行為のうち、以

下に掲げる行為をいう。 

⑴ 商品市場における取引（商品清算取引を除く。）の委託を受け、又はその委託の媒介、取次

ぎ若しくは代理を行う行為 

⑵ 外国商品市場取引（商品清算取引に類似する取引を除く。）の委託を受け、又はその委託の

媒介、取次ぎ若しくは代理を行う行為 

⑶ 店頭商品デリバティブ取引又はその媒介、取次ぎ若しくは代理を行う行為 

 

（通 則） 

第３条 会員は、原則として、相手方が反社会的勢力であることを知りながら、当該相手方との間

で商品先物取引等を行ってはならない。 

２ 会員は、相手方が反社会的勢力であることを知りながら、当該相手方への資金の提供その他便

宜の供与を行ってはならない。 
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（基本方針の策定及び公表） 

第４条 会員は、反社会的勢力の排除に係る基本方針（以下「基本方針」という。）を策定しなけ

ればならない。 

２ 会員は、基本方針を社内に周知するとともに、当該基本方針又はその概要を公表しなければな

らない。 

 

（反社会的勢力でない旨の確約） 

第５条 会員は、初めて商品先物取引等に係る顧客の口座を開設しようとする場合は、あらかじめ、

当該顧客から反社会的勢力でない旨の確約を受けなければならない。 

 

（反社会的勢力を排除するための契約の締結） 

第６条 会員は、顧客から商品先物取引等の注文を受ける場合は、次の各号に定める事項を契約

書又は取引約款等に定めなければならない。 

⑴ 前条の確約が虚偽であると認められたときは、会員の申出により当該契約が解除されるこ

と。 

⑵ 顧客が反社会的勢力に該当すると認められたときは、会員の申出により当該契約が解除さ

れること。 

⑶ 顧客が暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求行為等を行い、会員が契約を継

続しがたいと認めたときは、会員の申出により当該契約が解除されること。 

 

（審査の実施） 

第７条 会員は、初めて商品先物取引等に係る口座を開設しようとする顧客に関し、当該顧客が反

社会的勢力に該当するか否か本会が定める方法による審査又はこれと同等以上の方法による審査

をあらかじめ行わなければならない。 

２ 会員は、本会が定める方法による審査を行うに当たっては、本会が定める事項を遵守しなけれ

ばならない。 

３ 会員は、商品先物取引等に係る口座を開設している顧客に関し、反社会的勢力に該当する者が

いないか定期的に審査するよう努めなければならない。 

４ 会員は、第１項、第３項又は次項に定めるほか、顧客が反社会的勢力に該当する者であるとの

疑いが生じた場合には、当該顧客に関し反社会的勢力に該当するか否か審査しなければならない。  

５ 会員は、前各項に定めるほか、本会が必要と認める場合は、本会が定める方法による審査を行

わなければならない。なお、審査を行うに当たっては、本会が定める事項を遵守しなければなら

ない。 

 

（契約の禁止・関係の解消） 

第８条 会員は、前条第１項に定める審査の結果、顧客が反社会的勢力であることが判明した場合

は、当該顧客と契約を締結してはならない。ただし、商品デリバティブ取引及び商品先物市場か

ら反社会的勢力を排除するときを除く。 

２ 会員は、前条第３項から第５項に定める審査の結果、顧客が反社会的勢力であることが判明し

た場合は、可能な限り速やかに関係解消に努めなければならない。 

 

（情報の収集） 

第９条 会員は、反社会的勢力に関する情報収集に努めなければならない。 

 

（研修等の実施） 
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第10条 会員は、役員使用人に対し、反社会的勢力への対応要領及び反社会的勢力に関する情報の

管理等について、社内研修を実施するなど、役員使用人の指導教育に努めなければならない。 

 

（社内管理体制の整備） 

第11条 会員は、基本方針を実現するための社内規則を制定し、これを役員使用人に遵守させなけ

ればならない。 

２ 会員は、前項に規定する社内規則に基づき、反社会的勢力を排除するための管理体制の整備に

努めなければならない。 

 

（監 査） 

第12条 会員は、反社会的勢力を排除するための管理体制について、定期的に監査を実施しなけれ

ばならない。 

 

（本会及び警察等との連携・協力） 

第13条 会員は、反社会的勢力の排除に関し、本会及び警察その他関係機関と連携及び協力するよ

う努めなければならない。 

２ 会員は、反社会的勢力との間で紛争が生じた場合には、弁護士又は本会、警察その他の関係機

関に速やかに連絡又は相談するなどにより、反社会的勢力による行為の被害の発生を防止するよ

う努めなければならない。 

 

（商品先物取引仲介業者への本規則の適用） 

第14条 会員は、自らを所属商品先物取引業者とする商品先物取引仲介業者に対し、本規則の規定

（第５条から第８条を除く。）を遵守させるものとする。 

 

 

附     則 

 

 この規則は、平成31年４月１日から施行する。 
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反社会的勢力照会制度の利用規約 

 

 

（目 的） 

第１条 この規約は、会員が「反社会的勢力の排除に関する規則」第７条第１項に定める照会制度

（以下「照会制度」という。）を利用する場合に関し、同規則第７条第２項に基づいて、必要な

事項を定める。 

 

（照会制度の利用） 

第２条 会員が照会制度を利用しようとするときは、照会制度の利用に関する担当責任者を定め、

所定の利用申込書を本会に提出しなければならない。 

２ 本会は、前項の利用申込書を提出した会員に対して、照会制度を利用するために必要な情報を

通知するとともに、照会制度の利用に係る手引き（以下「手引き」という。）を交付する。 

３ 照会制度を利用する会員（以下「利用会員」という。）は、前項の手引きに則り、照会制度を

利用しなければならない。 

４ 利用会員は、本会から提供を受けた反社会的勢力の該当性に関する情報（以下「該当性情報」

という。）について、以下の点を十分に理解した上で、照会制度を利用するものとする。 

⑴ 過去の該当性情報である場合には、現在における該当性情報ではないこと。 

⑵ 現在の該当性情報である場合には、将来に亘り保証されるものではないこと。 

⑶ 該当性情報は、注意喚起のための参考情報であり、直接的な該当性を示すものではないこと。 

⑷ 利用会員が該当性情報を用いて行う一切の行為について、本会は何らの責任を負うものでは

ないこと。 

５ 利用会員は、照会制度の利用に関する担当責任者を変更したとき、遅滞なく、所定の変更届を

本会に提出しなければならない。 

 

（照会に対する回答） 

第３条 本会は、「反社会的勢力の排除に関する規則」第７条第１項に定める顧客に関する利用会

員からの１度目の照会（以下「１次照会」という。）に対して、本会が全国暴力追放運動推進セ

ンターから提供を受けたデータに照らし、速やかに、結果を回答する。 

２ 利用会員は、１次照会に対する本会の回答によって、反社会的勢力に該当する疑いがあるとき

は、当該顧客に関し、本会に対して２度目の照会（以下「２次照会」という。）を行うことがで

きる。 

３ 本会は、２次照会がなされたときは、全国暴力追放運動推進センターへ出向いて当該顧客に関

する照会を行い、同センターからの回答を当該利用会員へ通知するものとする。 

 

（照会に係る費用） 

第４条 １次照会に係る費用は、無償とする。 

２ 利用会員は、本会に２次照会をしたときは、回答の受領後10日以内に、１回につき1,000円を

本会に納めなければならない。 

 

（該当性情報の取扱い） 

第５条 利用会員は、該当性情報を「反社会的勢力の排除に関する規則」第１条に定める目的（金

融商品取引法第43条の２の２に定める商品関連市場デリバティブ取引取次ぎ等を含む。）以外に

利用してはならない。 

２ 利用会員は、個人情報保護に関する法令等並びに本会の定める諸規則及び本規約に従い、該当
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性情報を適正に取り扱わなければならない。 

３ 利用会員は、該当性情報を、外部に流出させ、又は第三者に悪用されることのないよう厳重に

管理しなければならない。 

４ 利用会員は、該当性情報を、自社においてのみ利用することとし、当該情報を複製し、第三者

に提供してはならない。 

５ 利用会員は、該当性情報の利用環境へのウイルス感染、不正侵入等を防止するため、セキュリ

ティーの確保を徹底しなければならない。 

６ 利用会員は、前項のウイルス感染等のほか、該当性情報が不正に利用された疑いがあるなど、

事件又は事故が発生した場合には、速やかに本会に連絡し、事実関係の解明及びセキュリティー

の確保等に当たらなければならない。 

 

（利用の停止等） 

第６条 本会は、前条第６項の事件又は事故が発生したときは、その原因等が判明し、適切な照会

制度の利用状況が回復するまでの間、当該利用会員による照会制度の利用を停止することができ

る。 

２ 本会は、利用会員が本規約及び手引きに違反した場合、適切な照会制度の利用状況が確認でき

るまでの間、当該利用会員による照会制度の利用を停止することができる。 

３ 第１項及び第２項の場合、本会は、当該利用会員に対して報告若しくは資料の提供を求め、又

は調査することができる。 

４ 利用会員は、前項の本会が行う調査等に対して、全面的に協力しなければならない。 

 

 

附     則 

 

 この利用規約は、平成31年４月１日から施行する。 

 

 

附     則 

 

 この改正は、令和２年７月１日から施行する。 

（注）改正事項は、次のとおりである。 

  第５条第１項を改正。 
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